
ミニマム・アクセス米の削減など運用を改め、生産費を償う 

価格下支えと食料支援の制度化を求める意見書 

 

 １９９５年に始まったミニマム・アクセス米（ＭＡ米）は、国内産米の需要を奪い、

米価下落の要因として米農家に重大な影響を与え続けてきた。しかし、不人気である

ため主食用に回っているＳＢＳ輸入米は２０１７年度を最後に１０万トンの全量を落

札せず、２０２１年度はわずか２万トン止まりとなった。しかし政府は、不足分を一

般ＭＡ米として輸入し、年間７７万トンの輸入を続けている。 

 ２０２１年から続く国際的な穀物価格の高騰、急激な円安の進展により、日本が輸

入する穀物価格は高騰し、２０２２年度第３回入札では、１トン当たり２５４，００

０円という、国内産米価格を大幅に上回る異常な価格となった。 

 しかも、ＭＡ米７７万トンのうち、毎年約６０万トンが１トン当たり２万円程度の

飼料用途に販売されているため、輸入価格との差異が生じ、政府はその穴埋めに数百

億円もの税金を注ぎ込んでいる。国民が必要としないＭＡ米への財政支出は問題であ

る。 

 国際的に食料の安定保障が急務となり、食料自給率３８％の日本がいかに安定的に

国内産の食料を確保するかは重要問題である。ＭＡ米への財政支出を改め、国内稲作

の維持・発展に振り向けるべきである。そのためには、市場米価に左右されない米作

りの基礎を作るため、生産費を基礎にした価格支援策が必要である。６０ｋｇ当たり

２，０００円の補填で約２，４００億円、３，０００円ならば３，６００億円の財源

で可能である。 

 こうした生産を支える政策は、肥料価格をはじめ資材高騰でダメージを大きく受け

ている日本の稲作農家を支えることになる。 

 なお、アメリカでは消費者への食料支援（ＳＮＡＰ）が制度化され、消費者支援に

なると同時に生産者への販売支援につながっており、食料・農業政策としても、困窮

対策としても効果を発揮している。 

 以上の趣旨から、下記事項について地方自治法第９９条の規定により意見書を提出

する。 

記 

１ 国内消費に必要のないミニマム・アクセス米（ＭＡ米）の輸入を削減するなど、

国内の需要状況に応じた輸入抑制を直ちに実行すること。 



２ 生産費を基礎にした価格保障制度を実現すること。 

３ 生活困窮者への食料支援を制度化すること。 
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